
１▶はじめに

　令和 ２年度税制改正により、連結納税制度について抜本的見直しが行われることになり、名
称も「グループ通算制度」に変更されることになりました。グループ通算制度は約 ２年の猶予
期間の後、令和 ４年 ４月 １日以後開始事業年度から適用されます（令和 ２年改正法附則 １五ロ、
14）。現行の連結納税制度を適用している企業グループも、それ以降は原則としてグループ通
算制度に自動移行します（令和 ２年改正法附則29①）。
　改正の柱は、①損益通算のメリットを残しながら単体申告化、②開始・加入時の時価評価課
税・繰越欠損金切捨ての対象見直しの ２つとなっています。
　本解説では、〈上〉としてこれらの改正の ２つの柱を説明し、〈下〉としてその他の改正の主
要項目の解説、そしてどんな場合に連結納税制度またはグループ通算制度の早期適用が有利と
なるかの検討を行いたいと思います。
　なお、本稿中の条文番号は基本的に令和 ４年 ４月 １日に施行される令和 ２年度税制改正後の
ものであり、それより前の条文番号については「旧」を付すこととします。
　また、本稿のうち意見にわたる部分は筆者の私見であり、所属法人の公式見解ではないこと
を申し添えます。

２▶改正の柱1　損益通算のメリットを残しながら単体申告化

⑴　損益通算の仕組み

　グループ通算制度においては、連結納税の最大の特長である損益通算の効果を残しつつ、
修更正の手間を軽減するため、グループ内の各法人（以下「通算法人」）を納税主体とする
こととされました（法法 ４）。連結納税制度が連結グループ内の所得と欠損を合算・相殺し
た連結所得について連結親法人が代表して申告するという連結申告だった（旧法法 ４の ２）
のに対し、グループ通算制度は単体申告であるというのが最大の差といえます。
　しかし、損益通算が連結納税制度の最大の特長であり、その効果は残さないと意味がない
ため、グループ通算制度においては単体申告を行いながらグループ内の損益通算を行うこと
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とされました（法法64の ５ ①～④）。
　具体的には、グループ通算制度においては、納税主体はグループ内の各法人とされ、次の
プロラタ計算により、欠損法人の欠損金額を所得法人において損金算入することとされまし
た（法法64の ５ ①～④）。
①　欠損法人の通算前欠損金額の合計額（所得法人の通算前所得金額の合計額を限度）を所
得法人の通算前所得金額の比で配分し、所得法人において損金算入する
②　損金算入金額の合計額を欠損法人の通算前欠損金額の比で配分し、欠損法人において益
金算入する

　例えば、次の図のような計算となります。

⑵　繰越欠損金の通算

　⑴の損益通算をしてもなお欠損金が残る場合には、これを10年間繰り越し、基本的にグル
ープ全体の所得から控除できます（基本的に繰越欠損金の共有が可能であり、このようにグ
ループ全体で共有使用される欠損金を「非特定欠損金」と呼びます。）（法法64の ７ ①）。
　一方、グループ通算制度開始・加入前に発生した繰越欠損金のうち、通算グループに持ち
込まれ「特定欠損金」とされた金額については、その法人の所得を上限にしか使用できませ
ん（法法64の ７ ②）。
　以下、グループ通算制度における繰越欠損金控除の計算方法について説明しますが、これ
らの計算に当たっては、当事業年度開始日前10年以内に開始した親法人事業年度に対応する
事業年度（以下「発生年度」）に発生した繰越欠損金について、発生年度の古い順に、特定
欠損金⇒非特定欠損金の順に控除計算を行います（法法64の ７ ①、グループ通算制度取扱通
達 2－26⑴）。

Ｐ 社

所得法人

欠損法人

損金算入

益金算入

損益通算後

Ａ 社 Ｂ 社 Ｃ 社 合  計

200 1000800

▲200 ▲200

▲80 ▲320

▲400

＋200＋200

▲400欠損金額の合計額を
　 合計所得金額の比で配分

損金算入金額の合計額を欠損金額の比で配分
＋400

120 480 0 0

グループ通算制度

所得金額の
合計額を限度
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①　損金算入限度額
　その法人が更生法人等に該当する場合、又は通算グループ内の全社が中小法人等のみ又
は新設法人のみである場合を除き、欠損控除前所得金額（損益通算後）の50％相当額の通
算グループ合計額が、繰越欠損金控除の上限（以下「損金算入限度額」）とされます（法
法57①）。
②　特定欠損金の控除計算
　特定欠損金額の控除額は以下の算式により算出されます（法法64の ７ ①三イ）。

　特定欠損金は、その法人の欠損控除前所得金額を上限に控除される限定付き欠損金であ
り、それぞれの①特定欠損金額（欠損控除前所得金額の残額を上限）を控除可能性のある
金額として捉えた上、②通算グループ全体の損金算入限度額合計の残額を①の比率で各法
人に配分して控除額が決定されます。
（注 １）�　欠損控除前所得金額からより古い発生事業年度の繰越欠損金控除に使用された金額を控除した

金額
（注 ２）�　損金算入限度額の通算グループ全体の合計額からより古い発生年度の繰越欠損金控除に使用さ

れた金額を控除した金額

③　非特定欠損金の配賦・控除計算
　　�　非特定欠損金については、通算グループ全体で共有して使用することを前提に控除額を
算出します。

　　�　まず、第 １ステップとして、①非特定欠損金の通算グループ合計額を、②各通算法人の
損金算入限度額の残額の比で配賦します（法法64の ７ ①二ハ）。

（注）　損金算入限度額から、より古い発生年度の繰越欠損金控除及び同じ発生年度の特定欠損金控除に
使用された金額を控除した金額

　　�　第 ２ステップとして、③通算グループ全体の非特定欠損金の合計額のうち、②通算グル
ープ全体の損金算入限度額合計の残額までの金額の比率を求め、これを非特定欠損金とし
ての控除比率（以下「非特定損金算入割合」）として把握します。この非特定損金算入割
合を、第 １ステップで各法人に配賦された非特定欠損金額（①）に乗ずると、各通算法人
における非特定欠損金の損金算入金額が算出されます（法法64の ７ ①三ロ）。

特定損金
算入限度額

①当該通算法人の
　　　　特定欠損金額

②通算グループ全体の
　　　損金算入限度額合計の残額（注２）
③特定欠損金額（欠損控除前所得金額の残
　額（注１）を上限）の通算グループ合計額

１を上限、
③が零の
場合は零

＝ 欠損控除前所得金額
の残額（注１）を上限

×

非特定欠損金配賦額 ①非特定欠損金額の
　通算グループ合計額

②当該通算法人の損金算入限度額の残額（注）
③損金算入限度額の残額の通算グループ合計額＝ ×

非特定損金算入限度額
①配賦計算後の
　当該通算法人の
　非特定欠損金額

②通算グループ全体の
　　　　損金算入限度額合計の残額
③配賦計算後の通算グループ全体の
　　　　　　非特定欠損金の合計額

１を上限、
③が零の
場合は零

＝ ×

非特定損金算入割合
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⑶　個別制度の取扱い

　連結納税制度では、所得の調整計算・税額控除の計算の個別制度についてはグループ全体
で計算する項目が規定されており、その他の項目については各法人ごとに計算して結果を合
算することとされていました。
　グループ通算制度では単体申告となることから、各法人ごとの個別計算が原則となります
が、一部の項目に全体計算の考え方が残されます。
　例外的に全体計算の考え方が残される項目のうち、重要な項目は次のとおりです。
◆　外国税額控除（法法69⑭）
◆　試験研究費の税額控除制度（研究開発税制）（措法42の ４ ⑧）
◆　中小法人・中小企業者の特例：次の制度における中小法人・中小企業者の特例について、
通算グループ内のいずれかの法人が中小法人・中小企業者に該当しない場合には適用され
ない
・貸倒引当金（法法52①イ）
・欠損金の繰越控除（法法57⑪一、59⑤）
・軽減税率（法法66⑥、⑦）
・特定同族会社の特別税率の不適用（法法67④）
・中小企業等向けの各租税特別措置（措法42の ４ ④他）

◆　租税特別措置法における適用除外事業者（措法42の ４ ④他）

　このうち、特に外国税額控除と試験研究費の税額控除については、全体計算の考え方が残
されたことの影響が大きく、注目されています。これらの税額控除においては、外国税額や
試験研究費を支出する法人において所得が十分に計上されないことにより通常の単体申告で
は税額控除を受けられない場合があり、そのような場合には、グループ全体での計算のほう
が有利となります。
　外国税額控除・試験研究費の税額控除については、連結納税制度においてこれらのメリッ
トを享受していたグループが多かったことから、グループ通算制度においてもグループ全体
計算が継続されることになり、メリットが継続することになりました。
　また、中小法人・中小企業者の特例を適用している場合には、グループ通算制度において
は同じ通算グループ内に １社でも中小法人・中小企業者に該当しない法人がある場合には適
用できないこととされているため、通常の単体申告であれば適用できていた優遇措置が適用
できなくなる場合がありますので、留意が必要です。

⑷　修更正時の処理

　連結納税制度における修正及び更正（以下「修更正」）は、 １ 社でも数字が変更になると
全社やり直しになるという点で手間が掛かっていました。そのため、グループ通算制度にお

（ 8 ）令和 2年 11 月 16 日　　第 6633 号 国　 税　 速　 報 第 3種郵便物認可

p005-013_CC2019_責_グループ通算制度の概要_上.indd   8 2020/11/10   15:50:07



いては、損益通算・繰越欠損金の通算によりグループ内他法人と授受した金額は期限内申告
書のものに固定し、修更正は対象法人 １社についてのみにおいて行うこととされました（こ
れを「遮断措置」と呼びます。）（法法64の ５ ⑤、64の ７ ④⑤）。
　ただし、これらを悪用し、欠損金の繰越期間に対する制限を潜脱するため又は離脱法人に
欠損金を帰属させるため、あえて誤った当初申告を行うなど、法人税の負担を不当に減少さ
せる結果となると認めるときは、税務署長は、上記の取扱いを適用しないで、全体を再計算
することができることとされました（法法64の ５ ⑧、64の ７ ⑧二）。

３▶改正の柱2　開始・加入時の時価評価課税・繰越欠損金切捨ての対象見直し

⑴　基本的な考え方

　連結納税制度においては、子法人が連結納税の開始に参加したり連結納税グループに加入
したりする場合、納税主体が変更されることから、原則として、保有資産を時価評価し繰越
欠損金を切り捨てた後で連結納税グループに参加することとされていました（旧法法61の11
①、61の12①、81の ９ ②）。しかし、これには例外があり、長期継続保有子法人や適格株式
交換等による完全子法人等については対象外とされていました（旧法法81の ９ ②）。
　グループ通算制度においては、納税主体は各法人のまま変更にはなりませんが、損益通算
が認められる点で適用開始前の資産の含み損益や繰越欠損金の持込みに一定の制限が必要に
なる点では同じであり、これらは仕組みとしては残されました。ただし、連結納税における
上記の例外規定は主に完全保有化した手段によっており、やや形式的であったこと等から、
今回のグループ通算制度への改組を機に判断基準が大幅に変更されることになりました。
　新しい判断基準においては組織再編税制の考え方が取り入れられ、複雑なものにはなりま
したが、実質をより重視し、基本的に制限を緩和する判定になりました。

⑵　開始・加入時の時価評価課税

①　開始時
　グループ通算制度の適用を開始する場合の時価評価対象法人については、以下のように
完全支配関係の継続見込みがあるかどうかで判定します（法法64の11①）。

　なお、子法人がグループ通算制度適用開始時の時価評価対象になる場合には、その子法

時価評価対象外
時価評価対象

時価評価対象外
時価評価対象

いずれかの子法人との間に親法人による
　　　完全支配関係継続が見込まれているか

親法人による完全支配関係継続が
　　　　　　　　　　　　見込まれているか子 法 人

親 法 人
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人株式等を保有する法人においても、時価評価損益を計上することとされています（法法
64の11②）。
②　加入時
　通算グループに加入する子法人が時価評価の対象になるかどうかについての検討の概要
は次のとおりです（法法64の12①、法令131の16④）。

⑶　開始・加入時の繰越欠損金の切捨て等

　⑵で時価評価対象となった場合には、グループ通算制度適用開始・加入前の繰越欠損金は
切捨てになります（法法57⑥）。
　時価評価対象外になった場合には、支配関係発生 ５年超かどうかや、共同事業性の有無に
より判定を行います。
　検討の概要は次のとおりです。

時価評価
対象外

時価評価
対 象

適格株式交換等により加入した
　　　　株式交換等完全子法人

子法人

加入前の繰越欠損金
　　　　　　　は切捨て

通算グループ内新設法人

適格組織再編成と同様の要件
　　　　　　　　　（※）に該当

上　記　以　外

加入前の繰越欠損金・含
み損益の取扱いは⑶によ
り検討

（※）適格組織再編と同等の要件
Ａ）完全支配関係発生直前に通算親法人による支配関係がある法人で次の全てに該当するもの
　　①完全支配関係継続要件　　②従業者継続要件　　③主要事業継続要件
　　④非適格株式交換等により加入した株式交換等完全子法人については、対価要件以外の適格要件のいずれかを
　　　満たすこと
Ｂ）完全支配関係発生直前に通算親法人による支配関係がない法人で次の全てに該当するもの
　　①完全支配関係継続要件　　②事業関連性要件　　③事業規模比 5倍以内要件又は特定役員継続要件
　　④従業者継続要件　　⑤主要事業及び子法人事業の継続要件
　　⑥非適格株式交換等により加入した株式交換等完全子法人については、対価要件以外の適格要件のいずれかを
　　　満たすこと
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　実務上の観点から、（※ １）共同事業性の有無の判定と（※ ２）新たな事業開始について
主要ポイントを説明します。

　（※ １）の共同事業性の有無の判定については、次のように、組織再編税制の考え方を取
り入れた判定を行います。

開始・加入前繰越欠損金
切捨て（法法57⑥） 損益通算OK

開始・加入前繰越欠損金
の切捨てはない
（特定欠損金）

特定資産譲渡等損失は制
限期間について損金不算
入（法法64の14①）
制限期間に生じた通算前
欠損金額は損益通算の対
象外とされ（法法64の６
③）、特定欠損金とされる

支配関係事業年度より前
の繰越欠損金は切捨て
（法法57⑧一）

支配関係事業年度以後の
繰越欠損金のうち特定資
産譲渡等損失から成る金
額は切捨て（法法57⑧二） 特定資産譲渡等損失は制

限期間について損金不算
入（法法64の14①）

開始・加入前繰越欠損金
の切捨てはない
（特定欠損金）

制限期間に生じた通算前
欠損金額は損益通算の対
象外とされ（法法64の６
③）、特定欠損金とされる
通算前欠損金額のうち、
制限期間に生じた特定資
産譲渡等損失に達するま
での金額は損益通算の対
象外（法法64の６①）とさ
れ、特定欠損金とされる

開始・加入前からの
　　　　　　繰越欠損金

開始・加入後に
　　　　発生する欠損金

時価評価対象法人

損益通算OK支配関係発生５年超

共同事業性の有無（※１）

支配関係発生日
以後に新たな事
業開始（※２）

多額の償却費の額
が生ずる事業年度

多額の償却費の額
が生ずる事業年度

（時価評価対象）

（時価評価対象外）

（あり）
（なし）

または

または

共
同
事
業
性
あ
り

3 対価要件以外の適格要件（共同事業要件 )に該当する株式交換等完全子法人

または

1 組織再編税制のみなし共同事業要件に相当する要件

① 事業関連性要件
② 事業規模比５倍以内要件
③ 事業規模拡大２倍以内要件

① 事業関連性要件

④ 特定役員継続要件

2 完全支配関係発生直前に通算親法人との支配関係がない法人で適格組織再編と
　 同等の要件（共同事業要件）に相当し加入時の時価評価の対象外となるもの
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　ただし、その詳細においては組織再編税制と全く同じというわけではありませんので、注
意が必要です。
　その中でも最も注目すべきは、事業関連性の判定において、個社ごとの関係を見るのでは
なく、完全支配関係のある法人グループをまとめてとらえて判定を行うこととされている点
です。例えば、事業関連性要件は、次の通算前事業と親法人事業が相互に関連することとさ
れています（法令112の ２ ④一）。
◆通算前事業：�当該通算法人又は通算承認日の直前において当該通算法人との間に完全支配

関係がある法人（完全支配関係継続見込みのものに限る）の当該通算承認日
前に行う事業のうちのいずれかの主要な事業

◆親法人事業：�通算親法人又は当該通算承認日の直前において当該通算親法人との間に完全
支配関係がある法人（当該完全支配関係継続見込みのものに限るものとし、
当該通算法人を除く）の当該通算承認日前に行う事業のうちのいずれかの事
業

　次のように、Ｂ社とＢ社が100％保有するＣ社が通算グループに加入する場合には、通算
前事業はＢ社またはＣ社の当該通算承認日前に行う事業のうちのいずれかの主要な事業、親
法人事業はＰ社またはＡ社の当該通算承認日前に行う事業のうちのいずれかの事業となりま
す。

　なお、この場合の「主要な事業」とは、それぞれの法人にとって主要な事業ではなく、そ
の完全支配関係のある法人グループにとって主要な事業をいうこととされています（グルー
プ通算制度取扱通達 ２－14）。

　（※ ２）の新たな事業開始については、当該通算法人が当該通算法人において既に行って
いる事業とは異なる事業を開始したことをいうこととされ、例えば、既に行っている事業に
おいて次のような事実があっただけではこれに該当しないことが明らかにされています（グ

Ｐ  社

Ａ  社 Ｂ  社

Ｃ  社

判定対象：Ｂ社の場合

100％

通算グループ

通
算
前
事
業

親
法
人
事
業

通算承認効力発生

加 入

加 入
通算親法人Ｐ社または
完全支配関係（※）が
ある他の通算法人（Ａ社）
の加入日前に行う事業の
うちのいずれかの事業

Ｂ社またはＢ社と完
全支配関係（※）の
ある他の法人（Ｃ社）
の加入日前に行う事
業のうちのいずれか
の主要な事業

このように、判定対象法人の完全支配関係のあるグループのいずれかの主要な事業と、通算親法人と完全
支配関係のあるグループ（通算グループ）のいずれかの事業の、グループ単位で考えた事業関連性を判定
することになります。

（※）継続見込みの
　　 完全支配関係に限る

事業関連性
の判定

事業関連性
の判定
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ループ通算制度取扱通達 ２－15）。
◆新たな製品を開発したこと
◆その事業地域を拡大したこと
　実際にどのような場合に新たな事業開始に該当するのかについては、実態に応じて判断す
ることになると思われ、今後の議論の展開が注目されます。

⑷　考察

　グループ通算制度開始・加入時の時価評価課税及び繰越欠損金の切捨てについては、組織
再編税制の考え方を取り入れ、その対象が縮小されています。
　例えば、制度適用開始の ５年以内に現金買収した子法人については、連結納税制度開始時
においては判断の余地なく時価評価対象・繰越欠損金切捨てになっていましたが、グループ
通算制度開始時においては要件を満たせば時価評価対象外・繰越欠損金引継ぎ（特定欠損
金）になる可能性があります。
　これに対し、親法人は、連結納税制度開始時には納税義務者として特別扱いされており、
無条件に繰越欠損金がグループ全体で使える非特定連結欠損金に引き継がれていたのに対し、
グループ通算制度開始時には子法人同様に要件を満たさなければ繰越欠損金が切り捨てられ
ることとされたうえ、引き継がれたものは特定欠損金とされることになり、特別扱いではな
くなりました。親法人については、連結納税開始時の取扱いに比べ、不利になっているとい
えます。

（つづく）
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